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表紙*電子提供措置用*

証券コード：8207

第54回 定時株主総会

招集ご通知
　

開催日時

2023年６月28日（水曜日）午前10時

（受付開始は午前９時を予定しております。）

開催場所

東京都千代田区大手町一丁目７番２号

大手町サンケイプラザ　３階会議室

(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。)

議　　案

第１号議案　剰余金の処分の件

第２号議案 取締役８名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

ご自身の健康状態にご留意いただき、体調がす

ぐれない場合等にはご無理をなさらず、ご来場

を見合わせていただくことをご検討ください。

新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた対応

等につきましては、公的指針等に従い、会場に

て感染対策に関するご制限・ご依頼を申し上げ

る場合がございますので、あらかじめご了承く

ださい。なお、今後株主総会の運営方法につい

て変更等がある場合には、当社ウェブサイト

（https://www.teng.co.jp/ir/）にてご案内さ

せていただきます。

株主総会ではお土産のご用意はございません。

何卒ご理解くださいますようお願い申し上げま

す。
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株主各位

証券コード　8207

（発信日）2023年６月13日
（電子提供措置開始日）2023年６月７日

株 主 各 位
東京都目黒区鷹番二丁目16番18号(Ｋビル)

代表取締役社長 飯 田 永 太

　当社ウェブサイト　https://www.teng.co.jp/ir/

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK0100Action.do?Show=Show

第54回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第54回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますのでご案内申

し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報について電

子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりま

すので、以下のウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申し

上げます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株主総会」

を順に選択いただきご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所のウェブ

サイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「テンア

ライド」又は「コード」に当社証券コード「8207」を入力・検索し、「基本情報」

「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株

主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、本招集ご通知とあわせて

お送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年６月27

日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送の程お願い申し上げます。

敬　具

－ 1 －
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株主各位

１．日 時 2023年６月28日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都千代田区大手町一丁目７番２号

大手町サンケイプラザ　３階会議室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。

何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第54期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報

告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査

役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第54期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書

類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案

第２号議案

第３号議案

剰余金の処分の件

取締役８名選任の件

監査役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使書についてのご案内）

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に

対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いい

たします。

記

以　上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会

場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。また、資源節約のため、本招集ご通

知をご持参くださいますよう重ねてお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東

証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎会社法改正により、電子提供措置事項について上記の各ウェブサイトにアクセスの上、ご確

認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り書面でお

送りすることとなりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、

一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のう

ち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、お送りする

書面には記載しておりません。

・連結計算書類 ｢連結株主資本等変動計算書｣｢連結注記表｣

・計算書類 ｢株主資本等変動計算書｣｢個別注記表｣

従いまして、本招集ご通知の提供書面は、監査役及び会計監査人が監査報告及び会計監査報

告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

－ 2 －
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事業の経過及び成果、資金調達等についての状況

（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

（提供書面）

第 54 期 事 業 報 告

１. 企業集団の現況に関する事項

１－１. 事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大に伴う緊急事態宣言の発出・延長等による各種行動制限

が解除されたものの、ロシア・ウクライナ情勢の長期化や急速な円安

の進行等により、原材料・エネルギー価格が高騰し、あらゆる物価が

急上昇するなど先行きの不透明感が払拭できない状況にあります。

　特に外食産業においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止に向けた各種行動制限の緩和が進んだものの、在宅勤務の増加や宴

会の回避等、消費者のライフスタイルや行動態様が大幅に変化してお

ります。加えて資源の高騰や円安に伴う物価の上昇により、原材料費

をはじめ人件費や水光熱費等の様々なコストの上昇が懸念されており

ます。このため、厳しい経営環境は依然として継続している状況であ

ります。

　当社は、「食を通して「驚き」と「感動」を」という企業理念を体

現するために、良質な食材等の仕入、低価格による提供、人材教育、

衛生管理を徹底してまいりました。

　また、消費者ニーズの変化に対し、弁当等のテイクアウト販売、宅

配サービス、セントラルキッチンにおけるオリジナル製造品の外部販

売（スーパー等の小売業者向け販売、楽天による通信販売、自社ホー

ムページによる通信販売「天狗キッチン」及びセントラルキッチン敷

地内にある「天狗こだわりマーケット」による直接販売）等を拡充し

ており、小売業の売上拡大を図っております。加えて、店舗の営業に

ついても消費者ニーズの変化に対応した業態への転換を進めると同時

に、店舗オペレーションの効率化を目指した二毛作業態の開発・展開

を実施しております。

　以上の結果、当連結会計年度における連結売上高は、前年同期比

196.7％の94億89百万円となりました。

－ 3 －
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事業の経過及び成果、資金調達等についての状況

　利益面につきましては、売上の回復が十分でないことから営業損失

は13億28百万円（前年同期は営業損失31億32百万円）となりました

が、前年の営業時間短縮等に係る感染拡大防止協力金等の営業外収益

により経常損失は８億64百万円（前年同期は経常損失２億90百万

円）、店舗にかかる減損損失、店舗閉鎖損失及び店舗閉鎖損失引当金

繰入額の発生により親会社株主に帰属する当期純損失は11億47百万円

（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失３億39百万円）となり

ました。

　なお、当連結会計年度末における当社の店舗数は、「旬鮮酒場天

狗」６店舗、「和食れすとらん天狗（「旬鮮だいにんぐ天狗」「あげ

てけや」含む）」25店舗、「テング酒場」21店舗、「神田屋」30店

舗、「てんぐ大ホール」13店舗、「ミートキッチンlog50」２店舗の

合計97店舗であります（内フランチャイズ３店舗）。

１－２. 資金調達等についての状況

(1) 資金調達の状況

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により財務基盤が大きく毀損し

たことから、2022年４月に新株予約権の第三者割当による発行を行

い、その行使により10億11百万円の資金の調達を実施いたしました。

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資額は３億13百万円で、その主なものは、

５店舗の新規出店、20店舗の業態変更工事及び各種の店舗設備に係る

改修に加え、IT機器及びソフトウェアの更新等に対する投資でありま

す。

－ 4 －
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直前三事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第51期

（2019年度）
第52期

（2020年度）
第53期

（2021年度）

第54期
（2022年度）
(当連結会計年度)

売 上 高 (千円) 14,567,080 5,951,204 4,823,158 9,489,563

経 常 損 失 ( △ ) (千円) △285,015 △4,597,208 △290,168 △864,091

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(千円) △845,779 △5,168,193 △339,748 △1,147,435

１ 株 当 た り
当期純損失（△）

(円) △32.34 △196.75 △12.34 △39.14

総 資 産 (千円) 8,334,814 6,586,919 7,432,719 7,548,121

純 資 産 (千円) 4,407,042 738,638 1,977,507 1,747,979

１株当たり純資産額 (円) 168.51 △9.49 △23.70 △28.22

区 分
第51期

（2019年度）
第52期

（2020年度）
第53期

（2021年度）

第54期
（2022年度）

（当事業年度）

売 上 高 (千円) 14,567,080 5,948,250 4,823,118 9,489,532

経 常 損 失 ( △ ) (千円) △283,571 △4,589,078 △279,494 △853,896

当期純損失（△） (千円) △844,247 △5,159,992 △329,005 △1,137,171

１ 株 当 た り
当期純損失（△）

(円) △32.28 △196.44 △11.95 △38.79

総 資 産 (千円) 8,309,326 6,592,313 7,421,093 7,546,767

純 資 産 (千円) 4,387,185 758,907 1,957,344 1,738,093

１株当たり純資産額 (円) 167.75 △8.76 △24.43 △28.54

１－３. 直前三事業年度の財産及び損益の状況

（企業集団の財産及び損益の状況）（連結）

（事業報告作成会社の財産及び損益の状況）（個別）

－ 5 －
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対処すべき課題、企業集団の主要な事業セグメント

１－４. 対処すべき課題

外食産業においては、厳しい経営環境が依然として継続している状

況にあり、当社としては小型店舗の新規出店の促進や既存の大型店舗

における複数ブランドの展開による小型店舗化に取り組んでおりま

す。また既存店舗の業態転換を進めることにより、収益構造の改善を

推し進めてまいります。

加えて、モバイルオーダーシステムや決済POSレジ端末等の更新等

のシステム改訂についても取り組んでおり、IT機器整備により業務改

善を実現し、収益性の高い事業構造の構築に努めてまいります。

また、生産者・取引業者とのコミュニケーションを維持・強化する

ことにより、安定した食材の調達、価格の高騰回避、安全性の確保等

を図ってまいります。

商品（飲物・料理）につきましては、蔵元やメーカーとの一層の連

携強化を図り、プライベートブランド商品拡大を進めると同時に、セ

ントラルキッチンにおける開発強化により、店舗運営にとどまらず小

売りルートの開拓を推し進めることによりオリジナル自社製品の販売

拡大を図ってまいります。

更に、事業計画に基づき、従業員の雇用維持を前提として、金融機

関からの資金調達等による手元資金の確保によって当社グループ経営

の安定化を図るとともに、不要不急のコスト削減、役員報酬及び執行

役員等の給与一部返上、年間設備投資額の再考、店舗賃料削減交渉な

どの対策を進め固定費の圧縮を図ります。加えて、人材確保と教育シ

ステムの確立、店舗の作業システムの改善等の諸施策に取り組み、収

支改善に注力してまいります。

１－５. 企業集団の主要な事業セグメント（2023年３月31日現在）

当企業集団は、テンアライド株式会社（当社）及び子会社のテンワ

ールドトレーディング株式会社によって構成されております。子会社

のテンワールドトレーディング株式会社は酒類、食料品等の輸入販売

を行っております。

当企業集団は製品の種類、性質、販売市場等の類似性から判断し

て、同種の外食産業及びその補完的事業であり、単一セグメントであ

るため、記載を省略しています。

－ 6 －
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企業集団の主要拠点等

④ 店舗 東 京 都 56店 愛知県 ６店

神奈川県 ５店 静岡県 ３店

埼 玉 県 14店 大阪府 ３店

千 葉 県 ６店 京都府 １店

合　計 94店

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数（名） 前連結会計年度末比増減

飲　食　業 258（2,212） 49名減（377名増）

合　計 258（2,212） 49名減（377名増)

従業員数（名） 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

257（2,212） 49名減（377名増） 41.8歳（＋2.0歳） 15年0ヶ月（＋19ヶ月）

１－６. 企業集団の主要拠点等

(1) 主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）

① 本部　　　　　　　　　東京都目黒区鷹番二丁目16番18号(Ｋビル)

② 事務所　　　　　　　　東神田（東京都）、新橋（東京都）、

　　　　　　　　　　　　　研修センター（東京都）

③ セントラルキッチン　　埼玉県

（注）上記の外にフランチャイズ店舗が３店舗ございます（東京都、埼玉県）。

(2) 企業集団の使用人の状況（2023年３月31日現在）

① 企業集団の従業員数

（注）１. 従業員数は就業人員であります。

２. 従業員数欄の（　）内は、アルバイト等の年間平均雇用人員であります。

② 事業報告作成会社の従業員数

（注）１. 従業員数は就業人員であります。

２. 従業員数欄の（　）内は、アルバイト等の年間平均雇用人員であります。

３. 平均年齢、平均勤続年数の（　）は、対前年度増減であります。

－ 7 －
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重要な親会社及び子会社の状況、主要な借入先及び借入額、剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定め（会社法第459条第１項）があるときの権限の行使に関する方針、その他企業集団の現況に関する重要な事項

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容

テンワールドトレーディング　株式会社 10,000千円 100.0％ 酒類等の輸入販売

１－７. 重要な親会社及び子会社の状況

(1) 親会社との関係

　当社には該当する親会社はありません。

(2) 重要な子会社の状況

（注）上記の重要な子会社は連結対象の子会社となっております。

借 入 先 借 入 額 （ 期 末 残 高 ）

千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫

1,800,000
700,000
720,000

１－８. 主要な借入先及び借入額（2023年３月31日現在）

１－９. 剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定め（会社法第
459条第１項）があるときの権限の行使に関する方針

　当社グループは、株主に対する利益還元を経営の最重要課題の一つ
として位置付けており、業績に応じて安定的配当を行うことを基本方
針とし、企業体質の一層の強化と今後の事業展開に備えるための内部
留保も勘案して、適正な利益還元をしていきたいと考えております。

１－10. その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。
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株式に関する重要な事項

(1) 発行可能株式総数 普通株式 84,711,800株

Ａ種種類株式 1,000株

Ｂ種種類株式 1,500株

(2) 発行済株式の総数 普通株式 31,859,127株

Ａ種種類株式 1,000株

Ｂ種種類株式 1,500株

(3) 当事業年度末の株主数 普通株式 26,701名

Ａ種種類株式 １名

Ｂ種種類株式 １名

株 主 名 持 株 数 持株比率

株 ％

① 飯 田 永 太 3,787,847 12.1

② 株 式 会 社 　 岡 永 1,443,318 4.6

③ 山 内 　 薫 1,380,888 4.4

④ 株 式 会 社 　 永 幸 1,216,351 3.9

⑤ 日 本 ﾏ ｽ ﾀ ｰ ﾄ ﾗ ｽ ﾄ 信 託 銀 行 　 株 式 会 社 ( 信 託 口 ) 1,157,400 3.7

⑥ 飯 田 愛 太 1,148,699 3.7

⑦ サ ッ ポ ロ ビ ー ル 　 株 式 会 社 962,600 3.1

⑧ 株 式 会 社 　 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 544,785 1.7

⑨ ＳＭＢＣ日興証券　株式会社 406,900 1.3

⑩ 飯 田 健 太 405,938 1.3

２. 株式に関する重要な事項（2023年３月31日現在）

(4) 大株主

　(ｲ)普通株式（上位10名の株主）

（注）１. 持株比率は小数点第１位未満を四捨五入して表示しております。

２. 持株比率は自己株式（427,095株）を控除して計算しております。

－ 9 －
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株式に関する重要な事項

株 主 名 持 株 数 持株比率

株 ％
E K C C - 1 号 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 1,000 100.0

株 主 名 持 株 数 持株比率

株 ％
DBJ飲食・宿泊支援ﾌｧﾝﾄﾞ投資事業有限責任組合 1,500 100.0

(ﾛ)Ａ種種類株式

(ﾊ)Ｂ種種類株式

－ 10 －
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況 等

代表取締役社長 飯 田 永 太
テンワールドトレーディング㈱　代表取締役社長
㈱ 永 幸 　 代 表 取 締 役 社 長

代表取締役専務 飯 田 健 太
マーケティング本部長
兼海外戦略室長

テンワールドトレーディング㈱　取締役
㈱ 永 幸 　 取 締 役

常 務 取 締 役 芳 澤 　 聡
管 理 本 部 長
兼経営企画室担当

取 締 役 加　藤　慶一郎
管理本部経理担当
兼経営企画室担当

取 締 役 藤 岡 　 慶
マーケティング本部
営 業 企 画 担 当

取 締 役 吉 田 　 守
マーケティング本部
外 販 ・ 仕 入 担 当
兼関東セントラルキッチン担当

テンワールドトレーディング㈱　取締役

取 締 役 矢　野　奈保子 矢野公認会計士事務所　代表

取 締 役 宗 宮 英 恵 の ぞ み 総 合 法 律 事 務 所

常 勤 監 査 役 橋 本 恭 一 テンワールドトレーディング㈱　監査役

監 査 役 高 山 義 雄 青山合同税理士法人　代表

監 査 役 橘 　 稔 人 橘人事労務総合事務所　代表

３. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役

（注）１. 取締役　矢野奈保子氏及び宗宮英恵氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役
であります。

２. 監査役　高山義雄氏及び橘稔人氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ
ります。

３. 監査役　高山義雄氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有するものであります。

４. 当社と各社外役員の重要な兼職先との間には特別な関係はありません。
５. 社外取締役　矢野奈保子氏及び宗宮英恵氏、社外監査役　高山義雄氏及び橘稔人氏

は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。
６. 当社定款第29条及び第41条において社外取締役及び監査役を対象に責任限度額を法

定で規定する額として責任限定契約を締結できる旨定めており、これに基づいて、
取締役　矢野奈保子氏、取締役　宗宮英恵氏及び常勤監査役　橋本恭一氏、監査役　
高山義雄氏、監査役　橘稔人氏とは、責任限度額を法定で規定する額として責任限
定契約を締結しております。

７. 当社の取締役及び監査役の全員を被保険者する会社法第430条の３第１項に規定す
る役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約で
は、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に
起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費
用等が填補されることとなります。
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会社役員に関する事項

区 分 人 数
報 酬 等 の 種 類 別 の 額

計 摘 要
基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役 ８人 56,726千円 －千円 －千円 56,726千円

監査役 ３人 12,312千円 －千円 －千円 12,312千円

計 11人 69,038千円 －千円 －千円 69,038千円

(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額
① 当事業年度に係る役員の報酬等の総額

② 報酬等に関する株主総会の決議に関する事項
　取締役の金銭報酬の額については、1991年６月26日定時株主総会に
おいて、報酬限度額を年額２億円と決議しております。当該株主総会
終結時点の取締役の員数は８名です。
　また、監査役の金銭報酬の額については、2006年６月28日定時株主
総会において、報酬限度額を年額30百万円と決議しております。当該
株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセン
ティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系と
し、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な
水準とすることを基本方針としています。具体的には、取締役の報
酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬により構成し、監
督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み基本報酬のみ
を支払うこととしております。
当社の取締役の基本報酬は、月毎の固定報酬とし、役位に基づく基

本額に役割・職責を反映した加算を行い支給額を決定しております。
業績連動報酬は、事業年度の業績向上に対する意識を高めるため業

績指標を反映した現金報酬とし、基準額×評価係数×原資係数の算式
により算出された額を賞与として毎年一定時期に支給することとして
おります。
取締役の個人別の報酬等の額に対する固定報酬と業績連動報酬の割

合に関しては、株主と経営者の利害を共有し企業価値の持続的な向上
に寄与するために、最も適切な支給割合とすることを方針としており
ます。
　尚、取締役に対する退職慰労金は、その退職時に一時金として支払
うものとしております。

④ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
各取締役の個人別の基本報酬の額並びに業績連動報酬の個人別業

績評価及び額について、社外取締役を過半数の構成メンバーとする
報酬委員会にて決定するものとし、取締役会は報酬委員会にてその
権限が所定の手続きを経て適切に行使されていることを確認するこ
とにより報酬額を決定しております。
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会社役員に関する事項

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 矢野　奈保子

当事業年度開催の取締役会の全てに出席し、主に公認会計士と
しての専門的見地から、取締役会において主に企業リスクに対
して客観的に経営課題やコンプライアンス対策に関する議案・
審議等につき必要な発言を適宜行っております。

取 締 役 宗 宮 　 英 恵

当事業年度開催の取締役会の全てに出席し、主に弁護士として
の専門的見地から、取締役会において主に企業リスクに対して
客観的に労務問題やコンプライアンス対策に関する議案・審議
等につき必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 高 山 　 義 雄

当事業年度開催の取締役会及び監査役会の全てに出席し、公認
会計士の見地から経営に関する助言・提言を行っております。
また、全ての監査役会に出席し、積極的な情報共有化を図り、
監査の方法その他監査役業務の執行に関する事項につき、都度
発言を行っております。

監 査 役 橘 　 　 稔 人

当事業年度開催の取締役会及び監査役会の全てに出席し、社会
保険労務士の見地から経営に関する助言・提言を行っておりま
す。また、全ての監査役会に出席し、積極的な情報共有化を図
り、監査の方法その他監査役業務の執行に関する事項につき、
都度発言を行っております。

支給人数
報 酬 等 の 種 類 別 の 額

計
基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

４人 11,664千円 －千円 －千円 11,664千円

(3) 社外役員に関する事項
① 各社外役員の主な活動状況

② 社外役員の報酬等の総額

－ 13 －



2023/06/02 10:01:23 / 22947220_テンアライド株式会社_招集通知_電子提供措置用

会計監査人に関する事項

名　　　　　称

有限責任 あずさ監査法人

① 当社及び当社子会社が会計監査人に
支払うべき報酬等の合計額

25,000千円

② 上記①のうち､公認会計士法第２条第
１項の業務の対価として会計監査人
に支払うべき額

25,000千円

③ 上記②の合計額のうち､当社が会計監
査人に支払うべき会計監査人として
の報酬等の額

25,000千円

４. 会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人

(2) 会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、③の金額に

金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報

酬額見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行っ

た上で、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第１項に定める

同意の判断をいたしました。

(3) 解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が、会社法や公認会計士法の法令に違反または

抵触した場合、公序良俗に反する行為があった場合、及びその他職務の執

行に支障がある場合には、その事実に基づき当該会計監査人の解任または

不再任の検討を行い、解任または不再任が妥当と判断した場合には、当該

会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該

決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会

計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解

任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と

解任理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制

５．業務の適正を確保するための体制
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

・社長直轄の監査チームを設置し、業務活動の全般に関し、方針・計画・

手続きの妥当性や業務執行の有効性等について内部監査を実施してお

り、業務改善に向け具体的な助言・勧告を行っております。

・法令遵守の観点から、今後内部統制システムの構築を進め、取締役及び

従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制を整

えてまいります。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役会議事録は事務担当者によって作成し、保存・管理しておりま

す。

・情報の不正利用及び漏洩防止の徹底のため、主としてシステム面から効

果的な情報セキュリティ対策を推進しております。

・個人情報管理については、情報漏洩・不正アクセス等の防止のため、ア

クセス可能者を制限したセキュリティ体制を確立しております。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・全社的なリスク管理マニュアルを整備し、担当チームのリスク管理のレ

ベル向上に努めることにより、未然防止と有事に適切な対応が出来るよ

うな体制を整えておりますが、今後はリスク管理規程を定めて、よりリ

スク管理の徹底を図ってまいります。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・定例の取締役会を毎月１回以上開催し、経営の重要事項の審議及び決定

を行っております。

(5) 従業員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・社長直轄の監査チームを設置し店舗におけるマニュアルの遵守状況・業

務活動全般に関し、手続きの妥当性について定期的に全店舗・チームの

内部監査・衛生監査及び商品監査を実施しており、業務改善に向け具体

的な助言・勧告を行います。

・業務に必要な関連法令及び定款に適合した業務の遂行のために、定例の

店長会議・副店長会議において適時説明を行い、加えて各店舗単位でも

マニュアル・通達説明をして全従業員に徹底させております。
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業務の適正を確保するための体制

・公益通報者保護法に基づく公益通報システムについては、公益通報取扱

規程を定め、全従業員に周知するとともに電話・電子メール・封書（郵

送）をもって受け付ける体制をとっております。

(6) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

・当社取締役が子会社の役員（取締役）を兼務しており、企業集団全体に

影響を及ぼす重要な事項については、当社の取締役会において検討と意

見交換を行った上で慎重に決定する体制をとっております。

(7) 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における

当該従業員に関する事項

・監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合、監査役

と協議の上、適切な当該従業員を定めるものとしております。

(8) 前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項

・監査役を補助する従業員の独立性を担保するため、その任命や解任等に

ついては監査役と協議の上決定するものとしております。

(9) 取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制

・取締役及び従業員は下記事項を監査役に報告します。

イ.当社及び企業集団に影響を及ぼす重要事項に関する決定

ロ.監査チームが実施した内部監査の結果

ハ.公益通報として会社が受け付けた内容が監査役の職務執行に必要と

判断される場合

ニ.その他会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したとき

(10) 監査役に報告を行ったものが当該報告をしたことを理由として不利な取

り扱いを受けないことを確保する体制

・監査役に報告を行ったものが当該報告をしたことを理由として不利な取

り扱いを受けないよう、当社の「公益通報取扱規程」に準拠し適正に保

護します。

(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査チームは、内部監査活動の状況と結果、他のチームからの報告受領

事項、その他の職務の状況を常勤監査役に対して遅滞なく報告するもの

としております。

・代表取締役と常勤監査役は必要に応じ都度意見交換を行っております。

－ 16 －
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業務の適正を確保するための体制

・監査役会は会計監査人から監査計画を事前に受領し、定期的に監査報告

書を受領するほか、必要に応じて監査実施状況の聞き取りを行います。

・監査役がその職務の執行について生じる費用の前払い又は支払い精算等

の請求をしたときは、当社諸規程の定めに基づき遅滞なく支払処理を行

います。なお、監査役は諸費用支出に当たっては、その適正性や妥当性

に十分留意するものとしています。

(12) 反社会的勢力排除に向けた基本的考え方及びその整備状況

・企業倫理に関する方針・行動規準において、反社会的勢力の排除、すな

わち反社会的勢力に対し毅然とした姿勢・態度で臨み、一切の関係を持

ってはならないことを方針・行動基準の一つとして掲げております。

・反社会的勢力の対応統括部署は総務・法務チームとし、警察を含む外部

専門機関、弁護士等と連携して反社会的勢力に関する情報の収集等を行

い、グループ内での周知徹底を図っております。

(13) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

・当社役員及び従業員に対して、コンプライアンスの基本事項について定

期的に全体的な社内講習を開催し、コンプライアンス意識の浸透を図っ

ております。

・金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の信頼性を確保する内

部統制システムは、会計監査人との連携もなされ、適切に整備・運用さ

れています。

・当社は、当社事業における個別リスクに加え、情報の管理、環境、安

全、反社会的勢力との関係遮断等様々なリスクの定期的集約・評価を実

施しており、特段のコンプライアンス上の問題は発生しておりません。

・当社事業に関する報告は、定期的に取締役会や経営会議で適宜なされ、

改善が必要な課題や問題点が生じた場合は適時関係チームへの指示を行

っております。

・取締役や関係チームから、重要な意思決定や職務の執行内容等に関する

重要な文書の供覧を通じて、監査役が必要とする情報は提供されてお

り、監査役への報告は適切に行われています。
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会社の支配に関する基本方針に関する事項

６．会社の支配に関する基本方針に関する事項
(1) 会社の支配に関する基本方針

当社の株主の在り方として、株主は資本市場での自由な取引を通じて決

まるものであり、会社の財務及び事業方針の決定を支配する者の在り方

は、最終的に株主全体の意思に基づき判断されるものと考えています。

そして、当社の財務及び事業方針の決定を支配する者の在り方として

は、お客様・お取引先様・株主の皆様・従業員など当社を巡るステークホ

ルダーとの共存共栄を図り、当社の企業価値を向上させる者が望ましいと

考えております。

(2) 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社は、当社が築き上げてまいりました飲食業界における事業モデルに

係るノウハウを発展・拡大させることで、経営の効率化・収益力の向上に

努めると同時に、コーポレート・ガバナンスに係る体制の充実を図ること

が企業価値を高め、全てのステークホルダー共同の利益に資するものと考

えております。

そのために、業務の適正を確保するための諸制度の整備を前掲のように

実施しております。

－ 18 －



2023/06/02 10:01:23 / 22947220_テンアライド株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結貸借対照表

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

た な 卸 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

4,091,814

3,398,110

209,491

169,533

148,845

182,023

△16,190

3,456,307

1,466,351

907,544

163,276

117,796

245,103

32,620

73,844

31,659

42,185

1,916,111

260,836

1,638,994

19,880

△3,600
　

流 動 負 債 3,738,691

買 掛 金 272,024

短 期 借 入 金 2,500,000

1年内返済予定の長期借入金 39,600

リ ー ス 債 務 429

未 払 金 443,266

未 払 消 費 税 等 289,385

未 払 法 人 税 等 45,663

未 払 事 業 所 税 15,625

未 払 費 用 106,501

店舗閉鎖損失引当金 5,216

そ の 他 20,977

固 定 負 債 2,061,450

長 期 借 入 金 680,400

退職給付に係る負債 1,100,019

役員退職慰労引当金 22,425

長 期 預 り 保 証 金 42,000

資 産 除 去 債 務 120,259

繰 延 税 金 負 債 62,324

再評価に係る繰延税金負債 34,022

負 債 合 計 5,800,142

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 1,565,446

資 本 金 50,000

資 本 剰 余 金 10,421,888

利 益 剰 余 金 △8,744,508

自 己 株 式 △161,934

その他の包括利益累計額 177,434

その他有価証券評価差額金 101,287

土 地 再 評 価 差 額 金 67,295

退職給付に係る調整累計額 8,850

新 株 予 約 権 5,099

純 資 産 合 計 1,747,979

資 産 合 計 7,548,121 負債・純資産合計 7,548,121

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（ 自　2022年４月１日
至　2023年３月31日 ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,489,563

売 上 原 価 2,895,032

売 上 総 利 益 6,594,531

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,923,297

営 業 損 失 1,328,765

営 業 外 収 益

受 取 利 息 23

受 取 配 当 金 8,164

受 取 賃 貸 料 5,719

固 定 資 産 受 贈 益 3,578

受 取 事 務 手 数 料 6,889

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 7,916

雇 用 調 整 助 成 金 11,941

助 成 金 収 入 460,084

雑 収 入 11,473 515,791

営 業 外 費 用

支 払 利 息 43,505

雑 損 失 7,611 51,116

経 常 損 失 864,091

特 別 利 益

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 戻 入 益 2,492 2,492

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,359

減 損 損 失 171,845

固 定 資 産 処 分 損 13,600

店 舗 閉 鎖 損 失 45,675

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 5,216 240,697

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 1,102,295

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 45,822

法 人 税 等 調 整 額 △683 45,139

当 期 純 損 失 1,147,435

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 1,147,435

連 結 損 益 計 算 書
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貸借対照表

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

半 製 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

貸 倒 引 当 金
　

4,080,460

3,386,027

209,491

23,746

141,742

4,783

164,591

148,836

17,432

△16,190

3,466,307

1,466,351

48,410

858,928

214

163,276

117,796

245,103

32,620

73,844

31,659

2,639

39,545

1,926,111

260,836

10,000

4,200

15,680

1,638,994

△3,600
　

流 動 負 債 3,738,372

買 掛 金 272,024

短 期 借 入 金 2,500,000

１年以内返済の長期借入金 39,600

リ ー ス 債 務 429

店舗閉鎖損失引当金 5,216

未 払 金 443,266

未 払 消 費 税 等 289,385

未 払 法 人 税 等 45,593

未 払 事 業 所 税 15,625

未 払 費 用 106,253

そ の 他 20,977

固 定 負 債 2,070,301

長 期 借 入 金 680,400

退 職 給 付 引 当 金 1,108,869

役員退職慰労引当金 22,425

長 期 預 り 保 証 金 42,000

資 産 除 去 債 務 120,259

繰 延 税 金 負 債 62,324

再評価に係る繰延税金負債 34,022

負 債 合 計 5,808,674

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 1,564,410

資 本 金 50,000

資 本 剰 余 金 10,421,888

その他資本剰余金 10,421,888

利 益 剰 余 金 △8,745,544

その他利益剰余金 △8,745,544

別 途 積 立 金 77,527

繰 越 利 益 剰 余 金 △8,823,071

自 己 株 式 △161,934

評価・換算差額等 168,583

その他有価証券評価差額金 101,287

土地再評価差額金 67,295

新 株 予 約 権 5,099

純 資 産 合 計 1,738,093

資 産 合 計 7,546,767 負債・純資産合計 7,546,767

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（ 自　2022年４月１日
至　2023年３月31日 ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,489,532

売 上 原 価 2,898,035

売 上 総 利 益 6,591,497

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,916,893

営 業 損 失 1,325,396

営 業 外 収 益

受 取 利 息 23

受 取 配 当 金 8,164

受 取 賃 貸 料 5,719

固 定 資 産 受 贈 益 3,578

受 取 事 務 手 数 料 12,889

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 7,916

雇 用 調 整 助 成 金 11,941

助 成 金 収 入 460,084

雑 収 入 11,737 522,055

営 業 外 費 用

支 払 利 息 43,505

雑 損 失 7,050 50,555

経 常 損 失 853,896

特 別 利 益

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 戻 入 益 2,492 2,492

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,359

減 損 損 失 171,845

店 舗 閉 鎖 損 失 45,675

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 5,216

固 定 資 産 処 分 損 13,600 240,697

税 引 前 当 期 純 損 失 1,092,101

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 45,752

法 人 税 等 調 整 額 △683 45,069

当 期 純 損 失 1,137,171

損　益　計　算　書
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連結計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 桑 本  義 孝

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 池 田  幸 恵

独立監査人の監査報告書
2023年５月18日

テンアライド株式会社
取 締 役 会 御 中

　　有限責任 あずさ監査法人
　　東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、テンアライド株式会社の2022年
４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、テンアライド株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他
の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて
おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読
の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た
知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以
外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職

務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立

案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切
でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算
書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監
督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査
の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら
れる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 24 －



2023/06/02 10:01:23 / 22947220_テンアライド株式会社_招集通知_電子提供措置用

計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 桑 本  義 孝

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 池 田  幸 恵

独立監査人の監査報告書
2023年５月18日

テンアライド株式会社
取 締 役 会 御 中

　　有限責任 あずさ監査法人
　　東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、テンアライド株式会社の
2022年４月１日から2023年３月31日までの第54期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の
記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記
載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他
の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し
た場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務

の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が
適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将
来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等
の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第54期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(１)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

(２)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の
方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の従業員等
と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び従業員等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び従業員等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③　事業報告に記載されている会社の支配に関する基本方針及び各取組
みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その
内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査役会の監査報告

－ 27 －
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監査役会の監査報告

２. 監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の支配に関する基本方針について
は、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている各
取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益
を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的と
するものではないと認めます。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

(３) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

2023年５月19日

テンアライド株式会社　監査役会

常勤監査役 橋 本 恭 一 ㊞

監　査　役 高 山 義 雄 ㊞

監　査　役 橘 　 稔 人 ㊞

（注）監査役高山義雄及び監査役橘稔人は社外監査役であります。

以　上
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剰余金処分議案

定時株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、業績及び今後の事業展開を勘案

し、誠に遺憾ながら普通株式につきましては無配とさせていただき、Ａ種種類

株式及びＢ種種類株式につきましては、定款及び種類株式発行要項で定めた所

定の計算に基づく金額の配当を実施したいと存じます。普通株主の皆様には誠

に申し訳ございませんが、ご理解賜りたくお願い申し上げます。

１．配当財産の種類

　　金銭といたします。

２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　Ａ種種類株式１株につき金70,000円00銭

　　（Ａ種種類株式配当総額：金70,000,000円）

　　Ｂ種種類株式１株につき金40,000円00銭

　　（Ｂ種種類株式配当総額：金60,000,000円）

　　当事業年度の配当総額：金130,000,000円

３．剰余金の配当が効力を生じる日

　　2023年６月29日（木曜日）

－ 29 －
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取締役選任議案

候
補
者
番
号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）
＊ 所有する当社の

普通株式の数

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

１

いい

飯

 

　

 

　
だ

田

 

　

 

　
えい

永

 

　

 

　
た

太
(1953年９月24日生)

＊ 3,787,847株

1978年10月 当社入社
1979年２月 取締役
1988年６月 代表取締役社長（現任）
2005年９月 テンワールドトレーディング㈱代表取締役社長

（現任）
2005年９月 ㈱永幸代表取締役社長（現任）

【選任理由】
経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し、社長としてリーダーシップを発揮
し、営業、商品企画、開発、調達、製造、管理等当社事業に関連する様々な部門に
精通しており、当社が目指す経営計画の実現に取締役として必須の人材であるた
め。

２

いい

飯

 

　

 

　
だ

田

 

　

 

　
けん

健

 

　

 

　
た

太
(1984年４月９日生)

＊ 405,938株

2012年５月 当社入社
2014年５月 ㈱永幸取締役（現任）
2014年６月 取締役関東城西事業部長
2014年10月 取締役仕入部長
2015年４月 取締役仕入部長兼海外出店準備室長
2015年５月 テンワールドトレーディング㈱取締役（現任）
2015年６月 常務取締役仕入部長兼海外出店準備室長
2017年３月 常務取締役商品本部長兼旬鮮営業企画部長兼仕入

部長兼海外戦略室長
2017年11月 常務取締役商品本部長兼旬鮮営業企画部長兼仕入

部長兼海外戦略室長兼PIZZA&蔵BER BECO2立上担当
2019年６月 代表取締役専務商品本部長兼海外戦略室長兼ミー

トキッチンlog50立上担当
2019年10月 代表取締役専務商品本部長兼海外戦略室長兼テング

酒場営業企画部長兼ミートキッチンlog50立上担当
2021年４月　代表取締役専務マーケティング本部長兼海外戦略

室長（現任）
【選任理由】
営業、開発、調達分野において社内外での幅広い経験に加え、マーケティング本 
部長として培ったDX、SNS戦略、ブランディング等の知見・見識を有し、当社が目
指す経営計画の実現に取締役として必須の人材であるため。

第２号議案 取締役８名選任の件
　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つ
きましては、取締役８名（うち社外取締役２名）の選任をお願いするもので
あります。
　取締役候補者は次のとおりであります。
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取締役選任議案

候
補
者
番
号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）
＊ 所有する当社の

普通株式の数

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

３

よし

芳

 

　

 

　
ざわ

澤

 

　

 

　

 

　

 

　
そう

聡
(1974年２月12日生)

＊ 10,100株

1996年４月 当社入社
2012年４月 執行役員関東城南事業部長
2014年６月 取締役人事部長
2019年６月 常務取締役人事部長
2020年４月 常務取締役管理本部長兼人事部長
2021年11月 常務取締役管理本部長兼人事総務部長
2022年５月 常務取締役管理本部長兼経営企画室担当（現任）

【選任理由】
営業での豊富な経験に加え、管理本部長として培った経営管理、人事・採用・教育
等人財マネジメントに関する幅広い知見・見識を有し、当社が目指す経営計画の実
現に取締役として必須の人材であるため。

４

か

加

 

　

 

　
とう

藤

 

　

 

　
けい

慶
いち

一
ろう

郎
(1973年２月７日生)

＊ 10,300株

2011年11月 当社入社
2013年６月 執行役員経理部長
2016年２月 上席執行役員経理部長
2017年３月 主席執行役員経理部長
2017年６月 取締役経理部長
2022年５月 取締役管理本部経理担当兼経営企画室担当（現任）

【選任理由】
公認会計士としての経験に加え、経理・財務・経営管理に関する幅広い知見を有し
ており、取締役として相応しい人材であるため。

５

ふじ

藤

 

　

 

　
おか

岡

 

　

 

　

 

　

 

　
けい

慶
(1976年11月13日生)

＊ 4,700株

1999年４月 当社入社
2012年４月 執行役員関東南部事業部長
2014年４月 執行役員和食営業企画部長兼中部事業部長
2016年２月 上席執行役員和食営業企画部長兼中部事業部長
2017年３月 主席執行役員和食営業企画部長兼関東城南事業部長
2018年６月 取締役和食営業企画部長兼新業態立上担当
2021年１月 取締役和食営業企画部長兼神田屋営業企画部長
2022年５月 取締役マーケティング本部営業企画担当（現任）

【選任理由】
営業、商品企画に関して、現場視点も含めた大局的で的確な視野での経験や見識を
有し、更に事業開発にも携わっており取締役として相応しい人材であるため。

６

よし

吉

 

　

 

　
だ

田

 

　

 

　

 

　

 

　
まもる

守
(1971年10月１日生)

＊ 5,300株

1993年１月 当社入社
2014年４月 執行役員旬鮮営業企画部長兼関東中央総武事業部長
2016年２月 上席執行役員旬鮮営業企画部長兼関東城西事業部長
2017年３月 主席執行役員仕入担当部長
2018年６月 取締役テング酒場営業企画部長兼仕入部長

テンワールドトレーディング㈱取締役（現任）
2019年10月 取締役関東セントラルキッチン所長兼仕入部長
2021年４月 取締役外販促進部長兼仕入部長（関東セントラル

キッチン管掌役員）
2022年５月 取締役マーケティング本部外販・仕入担当兼関東

セントラルキッチン担当役員（現任）
【選任理由】
営業、商品企画に関して、現場視点も含めた大局的で的確な視野での経験や見識を
有し、更に事業開発にも携わっており取締役として相応しい人材であるため。
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取締役選任議案

候
補
者
番
号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）
＊ 所有する当社の

普通株式の数

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

７

や

矢
 

　
 

　
の

野
 

　
 

　
な

奈
 

　
ほ

保
 

　
こ

子
(1962年６月29日生)

＊ ０株

1986年４月 日本電気㈱入社
1995年４月 太田昭和監査法人（現 EY新日本有限責任監査法

人）非常勤入所
1997年４月 公認会計士登録
2000年12月 ㈱日本総合研究所入社上席主任研究員
2008年２月 矢野公認会計士事務所代表（現任）
2012年２月 ㈱コンフォートコンサルティング代表取締役社長（現任）
2019年６月 当社社外取締役（現任）
2019年７月 独立行政法人医薬品医療機器総合機構　監事（現任）
2021年６月 ㈱ビジネスブレイン太田昭和　社外取締役（現任）
2021年７月 国立研究開発法人国立環境研究所　監事（現任）

【選任理由】
公認会計士及び経営コンサルタントとして培われた豊富な経験と幅広い見識を有し
ていること、並びに女性ならではの視点を当社の経営に活かしていただけること、
更に今後当社が進めていく女性の活躍をはじめとするダイバーシティ・マネジメン
ト等に対して貢献していただけるものと判断したため。上記の理由により、社外取
締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しているため。

８

そう

宗

 

　

 

　
みや

宮

 

　

 

　
はな

英

 

　

 

　
え

恵
(1982年2月26日生)

＊ ０株

2008年12月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
牛島総合弁護士事務所入所（2019年２月まで）

2011年４月 消費者庁企画課・消費者制度課出向
2015年５月 ジョージタウン大学ローセンター､ワシントン大学

ロースクール客員研究員
2015年９月 日本銀行政策委員会法務課出向
2017年５月 特定複合観光施設区域整備推進本部事務局・内閣

官房特定複合観光施設区域推進立案・法制化担当
2019年３月 のぞみ総合法律事務所入所（現任）
2020年６月 当社社外取締役（現任）
2022年６月 ㈱駅探社外監査役（現任）

【選任理由】
弁護士として法務に関する豊富な経験と専門知識を有しており、その経歴を通じて
培われた見識等を活かして、当社の健全で持続的な成長と中長期的な企業価値の創
出を実現し、社会的信頼に応える良質な企業統治体制の確立に寄与していただける
ものと判断したため。また、直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記
の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断してい
るため。

（注）１. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 矢野奈保子氏及び宗宮英恵氏は、社外取締役候補者であります。
３. 矢野奈保子氏及び宗宮英恵氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役と

しての在任期間は本総会終結の時をもって、矢野奈保子氏が４年、宗宮英恵氏が
３年となります。

４. 当社は、矢野奈保子氏及び宗宮英恵氏との間で、当社定款及び会社法第427条第
１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が定める
額に限定する契約を締結しております。両氏の再任が承認された場合は、当該契
約を継続する予定であります。
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取締役選任議案

５. 当社は、当社の取締役全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定す
る役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。各候補者が再
任された場合には、引き続き当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為
を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る
損害賠償金や訴訟費用等が填補されることとなります。

６. 当社は、矢野奈保子氏及び宗宮英恵氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員
として届け出ております。両氏の再任が承認された場合は、引き続き独立役員と
しての届出を継続する予定であります。

７. 各取締役候補者は、当社のＡ種種類株式及びＢ種種類株式を保有しておりませ
ん。

－ 33 －
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監査役選任議案

氏 名
（ 生 年 月 日 ）
＊ 所有する当社の

普通株式の数

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位

並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

た

田

 

　
なか

中

 

　
こう

耕
いち

一
ろう

郎
(1965年７月６日生)

＊ 1,000株

1987年10月 サンワ・等松青木監査法人（現有限責任監査法人トー
マツ）入所

1991年３月 公認会計士登録
1998年８月 米国デロイト・トウシュ・トーマツ大連駐在事務所駐在

同事務所常駐代表（事務所長）
2002年９月 デロイト・トウシュ・トーマツ中国深圳事務所駐在

同事務所日系業務部華南統括ディレクター
2003年６月 同事務所パートナー
2003年９月 監査法人トーマツ東京事務所監査部門に帰任
2003年12月 監査法人トーマツコーポレートファイナンス部（現デ

ロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同
会社）パートナー

2005年２月 税理士登録
2014年７月 田中総合会計事務所設立、所長（現任）
2017年３月 株式会社小田原エンジニアリング社外監査役（現任）
2018年６月 一般財団法人日本自動車研究所監事（現任）
2020年６月 株式会社有沢製作所社外監査役（現任）

【選任理由】
公認会計士及び税理士として財務・会計に関する幅広い知見と大手監査法人における海
外駐在経験を含む豊富な業務経験を有していることから、社外監査役としてその職務を
適切に遂行していただけると判断したため。

第３号議案 監査役１名選任の件
　監査役高山義雄氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。これ
に伴い、監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。

２．田中耕一郎氏は、社外監査役候補者であります。

３．田中耕一郎氏が当社の監査役に就任する場合、当社は、同氏との間で、当社定款及

び会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任

を法令が定める額に限定する契約を締結する予定であります。

４．当社は、当社の監査役全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する

役員賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。田中耕一郎氏が当社

の監査役に就任する場合には、当該保険契約の被保険者となります。

当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を

含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害

賠償金や訴訟費用等が補填されることとなります。

５．田中耕一郎氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件及び当社の定める

「社外役員の独立性基準」を満たしております。同氏が当社の監査役に就任する場

合、当社は同氏を独立役員として東京証券取引所に届け出る予定であります。

以　上
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地図

株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。
何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。

株主総会会場ご案内図

第54回定時株主総会は大手町サンケイプラザ３階会議室301号室から304号室で
開催いたしますのでご出席の際は下記案内図をご参照ください。

〔所　 在　 地〕東京都千代田区大手町一丁目７番２号　☎(03)3273-2230

〔受付開始時刻〕当日午前９時

至新橋至日比谷

至高島平

読売新聞社

大手町ビル

大手町
タワー

北口

中央口

南口

日本生命
丸の内ビル

丸の内
センタービル

オアゾ
丸の内ホテル

丸の内
北口ビル

新丸ビル

丸ビル

工事中

東京銀行
協会

三菱UFJ
信託銀行

日本工業倶楽部

丸の内永楽ビル

一方通行

大手町

大手町

半蔵門線

東西線

大手町一丁目
三井ビルディング

至渋谷

至中野

三井住友銀行

パレスホテル

大手町
フィナンシャル
シティ

 大手町
KDDIビル

至綾瀬 至池袋

大手町
野村ビル

大手町
プレイス

新大手町ビル

NTT
大手町ビル

アーバンネット
大手町ビル

至神田

至押上

至西船橋

八重洲口

至新宿

Ｐ

Ｐ

大
手
町

大
手
町

大
手
町

千
代
田
線

都
営
三
田
線

丸
ノ
内
線

地
下
鉄
東
京
駅

東
京
駅

大手町サンケイプラザ

大手町
ファーストスクエア

大手
センター
ビル

〔交通機関〕
地下鉄：丸ノ内線、東西線、千代田線、三田線、半蔵門線で

大手町駅下車（Ａ４・Ｅ１出口直結）
ＪＲ線：東京駅丸の内北口より徒歩約７分


